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研究成果の概要（和文）： 
申請課題では、IFRS 導入時に日本企業に生じる痛み（すなわち、コスト）とベネフィ

ットを上場企業の財務担当取締役（CFO）の目を通して発見することを目標とした。質問
票を設計し、IFRS 導入事前調査を行い、データベースを構築した。質問票調査の結果か
ら、回答企業の多くが IFRS 導入による負担や手間の増加を広範に捉える一方で、海外進
出企業はベネフィットを捉えた。経営（戦略）に対する影響は中立を捉えた。また、一部
上場企業と二部上場企業・新興市場上場企業のコスト・ベネフィットの捉え方に差異が認
められた。IFRS という会計手続選択の変更が、日本企業が望む会計規制の方向性と対称
的か（あるいは非対称的か）を確認し、理論的に検討した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
In this study, we conducted a questionnaire survey on costs and benefits of IFRS 
implementation in Japan. The objective was to find out the preliminary view by the 
Chief Financial Officers (CFOs) of Japanese listed companies. We received 391 
responses and these data set was used to identify the positive and negative factors 
influencing decisions to implement disclosure and reported earnings under the 
International Financial Reporting Standards (IFRS). We found from the CFOs’ 
perceptions that size and custom (or culture) effects exist and these could have 
negatively impact consequences on the adoption of the IFRS in Japan. While large 
companies with an overseas presence found benefits from the IFRS reporting, a large 
number of our sample in the second division admit uncertainties regarding specific 
accounting areas and the costs involved, especially with in fair value measurement and 
financial presentation, and the costs involved. 
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１．研究開始当初の背景 
申請課題では、IFRS 導入の際に日本企業

に生じる痛み（すなわち、コスト）について
分析し、同時に、日本企業が受けるであろう
ベネフィットを、上場企業の財務担当取締役
（CFO）の目を通して発見することを目標と
していた。 

研究を開始した 2009 年の時点では、IFRS
は EU 加盟国、オーストラリア、ニュージー
ランド、および新興国を含め世界 100 か国以
上が採用もしくは採用を表明するという状
況であった。日本の会計基準設定主体は、コ
ンバージェンス・アプローチを採りつつも、
規制当局は「連結先行」を表明していた。つ
まり、世界の主要諸国は IFRS を積極的に導
入する一方で、日本は、積極的に会計基準を
開発ないしはコンバージしながらも、採用に
関しては慎重に対処するという状況であっ
た。 
  
２．研究の目的 

1．に述べたような状況を背景として、本
研究課題では、資本市場において IFRS の利
用当事者となる産業界の考えを忠実に把握
し、とりわけ、コストとベネフィットに焦点
を当て、IFRS 導入がもたらす会計手続選択
の変更が、日本企業が望んでいる会計規制の
方向性と対称的か（あるいは非対称的か）を
確認し、理論的に検討することを目的として
いた。さらに、 
①進みつつある会計規制改革と関連付け
て、特に会計基準に関して、どの会計基
準のコンバージェンスにどの程度困難
を伴うのか、反対にどの会計基準は困難
でないのかを特定する。 

②日本企業の分析結果を、ICAEW が行っ
た EU 調査およびシドニー大学とニュ
ー・サウス・ウェールズ大学が行ったオ
ーストラリア調査と国際比較し、コンバ
ージェンスのあり方・進め方に対する含
意を抽出する。 

ことを目的としていた。 
 この目的を達成するために、準備段階で
IFRS 導入事前調査を日本の全上場企業
（3,981 社）に対して行った。郵送による質
問票調査である。科学研究費補助金（C）で
は、準備段階で収集したデータを入力、整理
することから作業を始め、次に、回答を解釈
すること、類似する先行研究を渉猟、日本の
状況との整合性の有無を検討した。 

質問票調査の結果は、回答企業の多くが広

範に IFRS 導入による負担や手間の増加を捉
える一方で、海外進出企業はベネフィットを
捉えるという事実を示した。経営（戦略）に
対する影響は、中立もしくは中立の近似値を
捉えた。また、一部上場企業と二部上場企
業・新興市場上場企業のコスト・ベネフィッ
トの捉え方に差異が認められた。 

特に会計基準に関しては、どの会計基準の
コンバージェンスにどの程度困難を伴うの
か、反対にどの会計基準は困難でないのかを
特定した。前者には、過年度遡及修正、収益
認識、業績報告（財務諸表の表示）、退職給
付があることがわかった。日本企業の分析結
果を、ICAEW が行った EU 調査およびシド
ニー大学とニュー・サウス・ウェールズ大学
が行ったオーストラリア調査、SEC による推
定調査と国際比較した結果は、小津・梅原
（2011）第 1 章に掲載している。 
質問票調査結果は、IFRS 導入直前、かつ

「連結先行」表明直後の上場企業の考えを収
集した、貴重なデータである。中間報告書は、
質問票調査に協力してくださった回答企業
のうち希望者に送付した。また学会関係者に
も配布した。最終報告書は出版物の付録に掲
載し、社会に還元した。 
また、英語で論文を執筆し、国際学会（ヨ

ーロッパ会計学会他、3 つの国際学会）で報
告した。さらに、Ozu(2011)で公表したほか、
現在、改訂の上、国際学術雑誌に投稿中であ
る。分析結果は、小津(2011)および日本会計
研究学会九州部会（長崎大学）で報告した。 
 この理論研究は、他大学の研究者の協力を
得て成果公表物として、小津・梅原（2011）
にまとめた。 
 
３．研究の方法 
   文献研究(document analysis)、質問票調査
（survey） 
 
４．研究成果 
本研究課題では、IFRS 導入のコストとベネ

フィットを分析する予定であった。しかし、
産業界の回答者がコストを大きくとらえた
ため、つまりデータがコスト面を大きく示し
たため、コストを重点的に検討せざるを得な
かった。コストを捉えたことの解釈としては、
日本企業の IFRS に関する不確実性と、IFRS
事態が含む会計基準設定の不安定さが推定
可能である。このことについては、Ozu, Gray  
and Kunizaki(2012)において研究報告を行っ
たところである（第 35 回ヨーロッパ会計学



会、2012 年リュブリャナ大会、報告日 2012
年 5 月 9 日）。一定の期間をおいて追跡調査
を行い、同じ手法で分析することで、さらに
深みのある解釈が可能になると考えている。
そして、日本企業がどのように IFRS 導入に
対応し、移行期にどのような理論的・実践的
課題があるのか明確にしなければならない。 
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